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⑴

⑵

⑶

⑷

北部第二配水場施設整備等事業

第４項 予 備 費 ５，０００千円

 議案第　　号

平成３０年度三郷市上水道事業特別会計予算は、次に定めるところによる。第１条

平成３０年度三郷市上水道事業特別会計予算

（総　則）

（業務の予定量）
第２条

１５，６７１，０００㎥

給 水 戸 数

年 間 総 配 水 量

業務の予定量は、次のとおりとする。

一 日 平 均 配 水 量

７０，1００戸

４２，９３４㎥

主 要 な 建 設 改 良 事 業

老朽管布設替等事業

配水管布設等事業

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

４２，９８０千円

８０８，３８０千円

３９４，９３０千円

２，４９６，４４１千円第１款 水 道 事 業 収 益

収　　　　　　　　　　入

（収益的収入及び支出）

２，１６２，５８５千円

３３３，７４８千円第２項 営 業 外 収 益

第１項 営 業 収 益

１０８千円

第１款 水 道 事 業 費 用 ２，３６１，８５１千円

第３項 特 別 利 益

支　　　　　　　　　　出

第３項 特 別 損 失 １，０００千円

第１項 営 業 費 用 ２，３００，５１０千円

第２項 営 業 外 費 用 ５５，３４１千円
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総  額

1,097,000千円
北部第二配水場
施設整備事業

１ １資本的支出 建設改良費

款 項

318,890千円

778,110千円

年 割 額年  度

平成 30 年度

平成 31 年度

（資本的収入及び支出）

（継続費）

整額７４，９７２千円で補塡するものとする。）

事 業 名

１，３１４，０２７千円

５００，０００千円

第５条 継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

２５０，０２０千円

第１項

企 業 債 償 還 金

支　　　　　　　　　　出

第４項 国 庫 補 助 金 １２，０００千円

建 設 改 良 費

１，４５２，６２５千円

１３８，５９８千円

第１款

第２項

第３項

資 本 的 支 出

第２項

２１，４００千円工 事 負 担 金

企 業 債

分 担 金

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支

度分損益勘定留保資金４６２，３５６千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調

出額に対し不足する額６６９，２０５千円は、建設改良積立金１３１，８７７千円、過年

収　　　　　　　　　　入

第１項

第４条

第１款 資 本 的 収 入 ７８３，４２０千円
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200,000千円

特 別 損 失

第８条 一時借入金の限度額は、４００，０００千円と定める。

年５.０％以内（た
だし、利率見直し方
式で借り入れる資金
について、利率の見
直しを行った後にお
いては、当該見直し
後の利率）

　政府資金及び機構
資金については、そ
の融通条件による。
また銀行その他の場
合は、その債権者と
協議した融通条件に
よる。ただし、企業
財政の都合により期
間を短縮し、若しく
は繰上償還し、又は
低利債に借換えるこ
とができる。

水道事業費用のうち

配水管整備事業

普 通 貸 借
又　　は

証 券 発 行

（一時借入金）

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

営 業 費 用第１項

第３項

起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

営 業 外 費 用

償 還 の 方 法利　 　　率

第２項

第１款

（債務負担行為）
第６条

平成 30 年度から

債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

第７条

第９条

起債の目的

（企業債）

起債の方法限 度 額

期　　　　　間 限　　度　　額

平成 30 年度から

平成 31 年度まで

平成 30 年度から

平成 31 年度まで

平成 30 年度から

平成 31 年度まで

平成 30 年度から

平成 31 年度まで
次亜塩素酸ナトリウム購入

水道だより等印刷製本

水道メーター購入

水道工事材料購入

事　　　　　　　項

１

２

３

４

北部第二配水場
施設整備等事業

300,000千円

平成 31 年度まで

5,494千円

7,897千円

1,600千円

30,000千円

10,000千円５

水質検査業務委託
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職 員 給 与 費 ２０４，３６６千円

（たな卸資産購入限度額）
第１１条 たな卸資産の購入限度額は、４０，０００千円と定める。

平成３０年３月　　日提出

　三　郷　市　長　　木　津　雅　晟

（議会の議決を経なければ流用することの出来ない経費）
第１０条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又

はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

(1)
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平成３０年度 

 

三郷市上水道事業特別会計予算 
 

説 明 書 

 

上
水
説
明
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１ 2,496,441

１ 2,162,585

１ 給水収益 2,072,584 基本料金 592,531 超過料金 1,472,401

臨時料金 7,652

２ 受託工事収益 3,795

３ その他の営業収益 86,206 材料売却収益 108 手数料 3,400

下水道使用料調定
事務手数料

２ 333,748

１ 1,084 預金利息

２ 長期前受金戻入 312,694

３ 雑収益 1,586

４
消費税及び地方消
費税還付金

18,384

３ 108

1 過年度損益修正益 108

5,198

受取利息及び 配当金

営業外収益

水道事業収益

77,500

項

営 業 収 益

款

分担金等長期前受金収益化額

目

過年度調定増

特 別 利 益

備 考予 定 額

駐車場使用料等

雑収益

平 成 ３０ 年 度 三 郷 市 上 水 道 事 業 特 別 会 計 予 算 実 施 計 画

収   益   的   収   入   及   び   支   出

配水管等切廻し

収        入 （単位　千円）
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１ 2,361,851

１ 2,300,510

１ 原水及び浄水費 883,331 備消品費 432 委託料 22,669

修繕費 3,240 薬品費 7,413

受水費 849,577

２ 配水及び給水費 258,847 被服費 216 備消品費 1,537

燃料費 869 印刷製本費 512

通信運搬費 2,294 委託料 113,097

賃借料 81 修繕費 33,802

路面復旧費 21,600 動力費 67,980

材料費 2,216 補償金 200

負担金 14,443

３ 受託工事費 3,540 工賃 3,240 材料 300

４ 総係費 344,894 給料 72,551 手当 35,265

12,509 法定福利費 35,531

賃金 1,066 報酬 292

旅費 590 備消品費 4,252

光熱水費 524 印刷製本費 5,627

通信運搬費 15,421 委託料 127,501

手数料 11,114 賃借料 13,514

修繕費 1,761 補償金 500

研修費 1,272 食糧費 152

会費負担金 388 保険料 1,380

3,600 公課費 84

５ 減価償却費 732,554 建物 15,612 構築物 597,347

104,434 625

14,536

６ 資産減耗費 47,508 固定資産除却費 47,408 100

７ その他営業費用 29,836 材料売却原価 100 雑支払 29,736

２ 55,341

１ 55,340 財務省財政融資資金 26,986

地方公共団体金融機構 24,354

一時借入金利息 4,000

２
消費税及び地方消
費税

1

３ 1,000

１ 過年度損益修正損 1,000 過年度調定減

４ 5,000

１ 予備費 5,000

予 備 費

工具器具及び備品

たな卸資産減耗費

営業外費用

支払利息及び企業
債取扱諸費

特 別 損 失

水 道 事 業 費 用

営 業 費 用

賞与引当金繰入額等

貸倒引当金繰入額

機械及び装置 車両運搬具

支        出 （単位　千円）

款 項 目 予 定 額 備 考
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１ 783,420

１ 500,000

１ 500,000 200,000

２ 250,020

１ 分担金 250,020 2,160

234,900

2,430

3,780

φ１３ｍｍ→２０ｍｍ 6,750

３ 21,400

１ 工事負担金 21,400 公共下水道関連工事負担金 20,000

消火栓設置負担金 1,400

４ 12,000

１ 国庫補助金 12,000 生活基盤施設耐震化等交付金 12,000

300,000

国庫補助金

φ１３ｍｍ

φ２０ｍｍ

φ２５ｍｍ

φ３０ｍｍ

工事負担金

資 本 的 収 入

企 業 債

建設改良費等の財
源に充てるための
企業債

配水管整備事業

分 担 金

北部第二配水場施設整備等事業

資    本    的    収    入    及    び    支    出

収        入 （単位　千円）

款 項 目 予 定 額 備 考
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１ 1,452,625

１ 1,314,027

１ 配水設備拡張費 91,198 給料 22,458

手当 13,874

法定福利費 11,886

配水管布設工事 32,400

消火栓新設工事 1,400

配水管布設に伴う舗装復旧 5,400

環境調査 540

布設工事等設計費 3,240

２ 配水設備改良費 1,203,310 管種変更工事 312,160

老朽管布設替工事 376,660

配水管布設替に伴う舗装復旧 71,500

私道境界杭（事前・事後） 5,400

環境調査 540

42,120

30,240

20,000

2,200

11,600

314,000

３ 営業設備費 19,519 公用車 14,580

水道メーター 1,401個 4,391

水道メーター取付費 8

備品 540

２ 企業債償還金 138,598

1 138,598 財務省財政融資資金 69,282

地方公共団体金融機構 69,316

建設改良費等の財
源に充てるための
企業債償還金

建 設 改 良 費

布設替工事等設計費

北部浄水場配水ポンプ整備工事

北部浄水場№1中継ポンプ井水位計交換工事

北部第二配水場機械電気設備更新工事
工事監理

支        出 （単位　千円）

款 項 目

4,890

予 定 額 備 考

資 本 的 支 出

中央浄水場計装機器更新工事

北部第二配水場機械電気設備更新工事

北部・中央浄水場無停電電源装置蓄電池
交換工事

12,000

北部浄水場取水ポンプ現場操作盤更新工事
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（単位　円）

１．業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益 61,657,338

　　　減価償却費 732,554,000

　　　固定資産除却費 47,400,000

　　　修繕引当金の増減額（△は減少） △ 20,000,000

　　　特別修繕引当金の増減額（△は減少） 0

　　　賞与引当金の増減額（△は減少） 862,000

　　　長期前受金戻入額 △ 312,694,000

　　　貸倒引当金の増減額（△は減少） 500,000

　　　有形固定資産売却損益（△は益） 0

　　　受取利息及び受取配当金 △ 1,084,000

　　　支払利息 55,340,000

　　　未収金の増減額（△は増加） △ 23,278,990

　　　未払金の増減額（△は減少） △ 4,659,060

　　　たな卸資産の増減額（△は増加） 0

　　　小計 536,597,288

　　　利息及び配当金の受取額 1,084,000

　　　利息の支払額 △ 55,340,000

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 482,341,288

２．投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 △ 1,220,535,447

　　　有形固定資産の売却による収入 0

　　　国庫補助金等による収入 264,900,000

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 955,635,447

３．財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 500,000,000

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 138,598,000

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 361,402,000

　　　資金増加額(又は減少額) △ 111,892,159

　　　資金期首残高 1,674,330,053

　　　資金期末残高 1,562,437,894

平成３０年度三郷市上水道事業特別会計予定キャッシュ・フロー計算書

　(平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで)   
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１　　総　　括

報 酬 給 料 賃 金 手 当 計

( 1 )

19

( 0 )

6

( 1 )

25

( 2 )

18

( 0 )

5

( 2 )

23

(△1)

1

( 0 )

1

(△1)

2

※（　）内は、再任用短時間勤務職員数の外書

扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当

2,064 5,825 1,367 3,203 4,100 50 3,324

1,944 5,658 1,088 3,203 4,100 50 3,324

120 167 279 0 0 0 0

期 末 手 当 勤 勉 手 当

23,438 16,198

22,126 14,408

1,312 1,790

給 与 費 明 細 書

（単位　千円）

区　　　　分
職員数（人） 給 与 費 法 定

福 利 費
合 計

特別職 一般職

本
年
度

損益勘定支弁職員 292 72,551 45,69510

0

10

118,538 37,610 156,148

資本勘定支弁職員 0 22,458 13,874 36,332 11,886 48,218

合 計 292 95,009 59,569 154,870 49,496 204,366

前
年
度

損益勘定支弁職員 292 74,259 44,58210

0

10

119,133 36,113 155,246

資本勘定支弁職員 0 18,077 11,319 29,396 9,481 38,877

合 計 292 92,336 55,901 148,529 45,594 194,123

比
較

損益勘定支弁職員 0 △ 1,708 1,1130

0

0

△ 595 1,497 902

資本勘定支弁職員 0 4,381 2,555 6,936 2,405 9,341

合 計 0 2,673 3,668 6,341 3,902 10,243

（単位　千円）

手 当 の 内 訳

区　　　分

本　年　度

前　年　度

比　　　較

前　年　度

比　　　較

区　　　分

本　年　度

時間外勤務手当 休日勤務手当 管理職手当
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２　給料及び手当の増減額の明細 　　　　　　　　　（単位　千円）

区 分 増 減 額

1,505 本年度 24 1 25

前年度 23 0 23

増   減 1 1 2

　　　　　　　（昇給期）　（職員数）
昇給期別職員数　　1月　　 　　25　人

3,668

（増減分）

昇給に伴う増加分 1,168

880

2,788

2,673

説 明 備　　　　　　　　考増 減 事 由 別 内 訳

（計）

手 当

制度改正に伴う
増減分

その他の増減分

その他の増減分

給 料

現に在職
する職員数
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３　給料及び手当の状況

  (1)　 職員１人当たり給与

事 務 ・ 技 術 職

平均給料月額（円） 308,848

平均給与月額（円） 369,078

平均年齢（歳・月） 41・11

平均給料月額（円） 317,435

平均給与月額（円） 379,153

平均年齢（歳・月） 43・00

　(2)　初任給 （単位　円）

高 校 卒 151,500

大 学 卒 185,800

高 校 卒 150,500

大 学 卒 184,800

区 分

平成30年4月1日現在

平成29年4月1日現在

※　平成30年4月1日現在の平均給料月額等は推計による

区 分 事 務 ・ 技 術 職
一 般 会 計 の 制 度

一般行政職

平成30年4月1日現在
151,500

185,800

平成29年4月1日現在
150,500

184,800
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職 員 数
（ 人 ）

構 成 比
（ ％ ）

職 員 数
（ 人 ）

構 成 比
（ ％ ）

( 0 ) ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

4 16.0 3 13.1

( 1 ) （100.0） ( 1 ) （50.0）

5 20.0 3 13.1

( 0 ) ( 0 ) ( 1 ) （50.0）

4 16.0 8 34.8

( 0 ) ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

7 28.0 4 17.4

( 0 ) ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

2 8.0 2 8.7

( 0 ) ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

1 4.0 1 4.3

( 0 ) ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

1 4.0 1 4.3

( 0 ) ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

1 4.0 1 4.3

( 1 ) （100.0） ( 2 ) （100.0）

25 100.0 23 100.0

　(3)　級別職員数

区 分

事 務 ・ 技 術 職

区 分

3 級

1 級

2 級 2 級

事 務 ・ 技 術 職

4 級 4 級

5 級 5 級

6 級 6 級

1 級

3 級

平成29 年4 月1 日現在

7 級 7 級

8 級 8 級

計 計

　※　（　）内は、再任用短時間勤務職員数の外書

　※　平成30年4月1日現在の職員数等は推計による

平成30年4月1日現在
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区 分

１ 級

２ 級

３ 級

４ 級

５ 級

６ 級

７ 級

８ 級

課長補佐、主幹の職務

課長、副参事の職務

副部長、参事の職務

部長、理事の職務

（級別の標準的な職務内容）

標 準 的 な 職 務

定型的な業務を行う職務

相当高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

主任の職務

係長、主査、専門員の職務

- 539 -



　職員数 （A） （人） 25

　昇給に係る職員数 （B） （人） 25

２号給 （人） 5

4号給 （人） 20

6号給 （人）

８号給 （人）

（％） 100

　職員数 （A） （人） 23

　昇給に係る職員数 （B） （人） 23

２号給 （人） 5

４号給 （人） 18

６号給 （人）

８号給 （人）

（％） 100.0

（4）　昇給

区　　　　　　　　　　　　分 事務・技術職

本
　
　
年
　
　
度

号 給 数 別 内 訳

　比率（B）／（A）

前
　
　
年
　
　
度

号 給 数 別 内 訳

　比率（B）／（A）
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６ 月 １ ２ 月

（1.075） （1.225） （2.300）

2.125 2.275 4.400

（1.050） （1.200） （2.250）

2.075 2.225 4.300

（1.075） （1.225） （2.300）

2.125 2.275 4.400

区 分
２ ０ 年

勤 続 の 者
２ ５ 年

勤 続 の 者
３ ５ 年

勤 続 の 者
最高限度額

支 給 率 等 25.55625 34.5825 49.59 49.59

一般会計の制度
（ 支 給 率 等 ）

25.55625 34.5825 49.59 49.59

(5)　 期末手当・勤勉手当 （単位　月分）

区 分

支 給 期 別 支 給 率

支 給 率 計
職 制 上 の 段 階 、 職 務 の

備 考
級 等 に よ る 加 算 措 置

本 年 度 有

前 年 度 有

一 般 会 計 の
制 度

有

　※　（　　）内は再任用職員の標準的な支給率

(6)　 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当 （単位　月分）

6

そ の 他 の 加 算 措 置 等 備 考

定年前早期退職特例措
置 （ ２ ％ ～ ４ ５ ％ 加 算）

定年前早期退職特例措
置 （ ２ ％ ～ ４ ５ ％ 加 算）

支 給 対 象 職 員 数 （ 人 ） 25

一般会計の制度（支給率） 6

(7)　地域手当

支 給 対 象 地 域 三 郷 市 内

支 給 率 （ ％ ）

区 分

住 居 手 当

通 勤 手 当

(8)　 その他の手当

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

同　　　   　　じ

同　　   　　　じ

差 異 の 内 容
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　　　　　　　　　継　　続　　費　　に

款 項 事 業 名

　　全　　　体　　　計　　　画

年 度

30

左　の　財　源　内　訳

千円 千円

年 割 額

国庫補助金 企 業 債
損益勘定
留保資金

千円

12,000 990,000

千円

318,890 12,000 290,000 16,890
１
 
資
本
的
支
出

１
 
建
設
改
良
費

北部第二配水場

施 設 整 備 事 業

31 778,110 700,000 78,110

95,000計 1,097,000

- 542 -



関 す る 調 書

千円 千円千円 ％千円 千円

318,890 318,890 29.1

318,890 778,110

備　考

前 前 年 度

末 ま で の

支 払 義 務

発 生 額

前 年 度 末

までの支払

義 務 発 生

（見込）額

当 該 年 度

支 払 義 務

発生予定額

当 該 年 度

末 ま で の

支 払 義 務

発生予定額

翌年度以降

の支払義務

発生予定額

継 続 費 の

総 額 に

対 す る

進 捗 率

29.1

778,110

318,890
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浄配水場運転操作・宿日直業務委託 279,480

3,122地図・積算サーバ用機器保守業務委託

水道料金徴収等業務委託

105,754

平成29年度まで

平成29年度

平成28年度から

平成29年度まで

※

財務会計・水道料金システム借上 126,800

5,442

450,000

※ 次亜塩素酸ナトリウムの単価契約

水質検査業務委託

※は、未契約のため「当該年度以降の支払義務発生予定額」が確定していないものです。

合　　　　　計 913,985 191,977

金　額

平成28年度から

85,445

778

事　　　　　項
期　間

限度額
前年度末までの支払義務発生（見込）額

※

債 務 負 担 行 為 に

水道メーターの単価契約 30,000

7,621

※

水道だより等印刷製本 1,520

水道工事材料の単価契約 10,000

※
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平成30年度から

平成33年度まで

平成30年度

7,621

平成30年度

平成30年度

1,520

650,845650,845

平成30年度

5,442

期  　間

30,000

平成30年度から

158,630

1,166

344,503

158,630
平成30年度から

平成32年度まで

平成30年度から

平成32年度まで

10,000

30,000

91,963

10,000

1,166

344,503

5,442

91,963

7,621

1,520

（単位　千円）

左 の 財 源 内 訳

事 業 収 益 等金　額

当該年度以降の支払義務発生予定額

関 す る 調 書

平成34年度まで

平成30年度
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1 千円 千円 千円

(1) 1,916,069

(2) 3,795

(3) 78,722 1,998,586

2

(1) 821,537

(2) 245,696

(3) 3,300

(4) 325,915

(5) 718,164

(6) 30,200

(7) 29,374 2,174,186

175,600

平 成 ２ ９ 年 度 三 郷 市 上 水 道 事 業 特 別 会 計 予 定 損 益 計 算 書

( 平 成 ２ ９ 年 ４ 月 １ 日 か ら 平 成 ３ ０ 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で )

営 業 損 失

配 水 及 び 給 水 費

受 託 工 事 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

そ の 他 営 業 費 用

営 業 収 益

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

そ の 他 の 営 業 収 益

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費
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3

(1) 1,120

(2) 301,777

(3) 1,603 304,500

4

(1)

57,347

(2) 377 57,724 246,776

71,176

5 　 　

(1) 100 100

6

(1) 926 926 △ 826

70,350

381,440

152,320

604,110

経 常 利 益

当 年 度 純 利 益

前年度繰越利益剰余金

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

営 業 外 収 益

受取利息及び配当金

長 期 前 受 金 戻 入

支 払 利 息 及 び

企 業 債 取 扱 諸 費

その他未処分利益剰余金
変動額

当年度未処分利益剰余金

雑 収 益

営 業 外 費 用

雑 支 出

特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益
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円 円 円 円

1

イ 473,917,734

ロ 807,269,776

△ 386,470,689 420,799,087

ハ 27,641,222,814

△ 9,326,081,945 18,315,140,869

ニ 3,241,800,683

△ 2,252,926,307 988,874,376

ホ 20,764,694

△ 16,451,006 4,313,688

ヘ 97,086,899

△ 20,659,735 76,427,164

ト 56,360,186

20,335,833,104

平成２９年度三郷市上水道事業特別会計予定貸借対照表

（ 平 成 ３ ０ 年 ３ 月 ３ １ 日 ）

資 産 の 部

固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

建 物 減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

構築物減価償却累計額

機 械 及 び 装 置

機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

車 両 運 搬 具 減 価
償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

工 具 器 具 及 び 備 品
減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計
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イ 441,200

ロ 0

441,200

イ 0

ロ 0

0

20,336,274,304

2

1,674,330,053

202,363,410

△ 3,100,000 199,263,410

35,459,095

0

1,909,052,558

22,245,326,862

(2) 無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

施 設 利 用 権

無 形 固 定 資 産 合 計

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

そ の 他 投 資

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

(1) 現 金 ・ 預 金

(2) 未 収 金

貸 倒 引 当 金

(3) 貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

(4) 前 払 金

資 産 合 計
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円 円 円 円

3

33,862,712

2,965,311,649

4

95,753,490

0

14,583,000

109,024,326

357,957,463

5

13,670,831,187

△ 4,993,944,224

8,676,886,963

12,000,156,075

固 定 負 債

(1) 企 業 債

負 債 の 部

イ
建 設 改 良 費 等 の 財 源

(2)

固 定 負 債 合 計

(1) 企 業 債

イ
建 設 改 良 費 等 の 財 源

2,931,448,937
に充てるための企業債

引 当 金

流 動 負 債

138,596,647
に充てるための企業債

(3) 前 受 金

(4)

(5) そ の 他 流 動 負 債

(2) 未 払 金

引 当 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金

(2) 長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計
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7

イ 266,929,360

266,929,360

イ 137,798,030

ロ 264,527,571

ハ 604,110,258

1,006,435,859

1,273,365,219

10,245,170,787

22,245,326,862

資 本 の 部

6 資 本 金 8,971,805,568

剰 余 金

(1)

分 担 金

資 本 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

(2) 利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計
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円 円 円 円

1

イ 473,917,734

ロ 807,269,776

△ 402,082,689 405,187,087

ハ 28,820,291,261

△ 9,923,428,945 18,896,862,316

ニ 3,232,699,091

△ 2,357,360,307 875,338,784

ホ 34,264,694

△ 17,076,006 17,188,688

ヘ 97,586,899

△ 35,195,735 62,391,164

ト 46,527,778

20,777,413,551

平成３０年度三郷市上水道事業特別会計予定貸借対照表

資 産 の 部

建 設 仮 勘 定

建 物

建 物 減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

土 地

工 具 器 具 及 び 備 品
減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

（ 平 成 ３ １ 年 ３ 月 ３ １ 日 ）

固 定 資 産

(1)

有 形 固 定 資 産 合 計

車 両 運 搬 具 減 価
償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

構築物減価償却累計額

機 械 及 び 装 置

機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産
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イ 441,200

ロ 0

441,200

イ 0

ロ 0

0

20,777,854,751

2

1,562,437,894

225,642,400

△ 3,600,000 222,042,400

35,459,095

0

1,819,939,389

22,597,794,140

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

流 動 資 産

固 定 資 産 合 計

(1)

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

施 設 利 用 権

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

そ の 他 投 資

現 金 ・ 預 金

貯 蔵 品

前 払 金(4)

貸 倒 引 当 金

(2)

(3)

投 資 有 価 証 券

未 収 金

資 産 合 計

(2)

(3)

流 動 資 産 合 計
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円 円 円 円

3

13,862,712

3,294,633,493

4

91,094,430

0

16,444,000

109,024,326

367,239,559

5

13,935,731,187

△ 5,306,638,224

8,629,092,963

12,290,966,015

引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

繰 延 収 益

負 債 合 計

(1) 長 期 前 受 金

(2) 長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 の 部

(1)

企 業 債

企 業 債

固 定 負 債

(1)

(4)

(5)

(2) 未 払 金

前 受 金

流 動 負 債 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

(3)

3,280,770,781

イ
建 設 改 良 費 等 の 財 源

150,676,803
に充てるための企業債

建 設 改 良 費 等 の 財 源
に充てるための企業債イ

(2) 引 当 金
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7

イ 266,929,360

266,929,360

イ 137,798,030

ロ 132,650,500

ハ 797,644,667

1,068,093,197

1,335,022,557

10,306,828,125

22,597,794,140

6 資 本 金 8,971,805,568

(2) 利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

(1)

資 本 の 部

当年度未処分利益剰余金

資 本 剰 余 金

分 担 金

建 設 改 良 積 立 金

剰 余 金

減 債 積 立 金
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注記 
 Ⅰ．重要な会計方針 
  １ 資産の評価基準及び評価方法 
    貯蔵品  先入先出法による原価法 
  
 ２ 固定資産の減価償却の方法 

   （１）有形固定資産 
      ・減価償却の方法  定額法 
      ・主な耐用年数 
       建物         ６～５０年 
       構築物       １０～６０年 
       機械及び装置      ６～２０年 
       車両運搬具       ４～  ７年 
       工具器具及び備品   ２～２０年 
   

３ 引当金の計上方法 
（１）退職給付引当金 

      本市は埼玉県市町村総合事務組合に加入しており、上水道事業特別会計に 
おいても一般会計を通じて総合事務組合に負担金を拠出しているため、退職 
給付引当金を計上せず、拠出時に費用処理を行っています。 

（２）賞与引当金等 
      職員の期末・勤勉手当及び当該手当に係る法定福利費の支出に備えるため、

当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から

３月までの４か月分）を計上しています。 
   （３）貸倒引当金 
      債権の不納欠損に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権について個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。 
  
 ４ 消費税及び地方消費税の会計処理 

     消費税及び地方消費税会計処理は、税抜方式によっています。 
     
Ⅱ．予定キャッシュ・フロー計算書等関連 

   特記すべき事項はありません。 
 
Ⅲ．予定貸借対照表等関連 

   特記すべき事項はありません。 
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Ⅳ．セグメント事項の開示 
   三郷市水道事業は上水道事業のみを行っており、単一セグメントであるため、セグ 

メント情報の記載は省略しています。 
 
Ⅴ．減損損失 

   減損の兆候はありません。 
 
Ⅵ．リース契約により使用する固定資産 

  １ リース会計に係る特例措置 
        所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会

計処理によっています。 
 
      ２ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 
        １年内 １２，９２８，８９６円 
        １年超 ３８，７８６，６８８円 
         計  ５１，７１５，５８４円 
 

Ⅶ．重要な後発事象 
   記載すべき事項はありません。 
 
Ⅷ．その他の注記 
 １ 新会計基準移行に係る修繕引当金に関する経過措置 

       平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き、従前の

例により取り崩すこととしています。 
     

  ２  引当金の取崩し 
      （１）賞与引当金等 
         当年度において、期末・勤勉手当及び当該手当に係る法定福利費を支出する

ため、賞与引当金等１４，５８３千円を取り崩しています。 
      （２）貸倒引当金 
         当年度において、債権の不納欠損による損失を処理するため、貸倒引当金３，

１００千円を取り崩しています。 

- 557 -


